







全国平均 15.6%に対して 4.フ%Dであり全国 1位で
ある。新潟県はなぜ里親等委託率が高いのであろう
か。そこには、施設定員数の少なさ等数字にできる要
素だけでなく、数字には表れにくい児相の"仕事の質"
が関与しているのではないかと推察するが、これまで
新潟県の里親等委託率を扱った先行研究は見当たら
ない。本研究では、児相職員 OB、里親へのインタビ
ユー及び資料(里親会会報等)調査等により新潟県が
里親等委託率を上げてきた要因を抽出し、今後の里親
支援体制の構築の一助にすることを目的とする。
U 方法
児相職員 OB、里親へのインタビュー調査を実施し
エスノグラフィー的手法で分析を実施した。
1.対象者
委託側である児相において里親業務を長年担当し
たOB2名と受託側である里親1名の計3名。
2.データ収集
平成27年3月~7月に実施し、面接時間は 1人に
つき2時間程度。
3.倫理的配慮
新潟青陵大学倫理審査委員会による承認を得た。
Ⅲ結果
新潟県の児相が里親委託を積極的に進めてきた要
因として、陳斤潟県児相職員のキャリア形成の特徴」
「子どもの最善の利益を常に議論する環境(風士)」
が、里親委託を継続し得る要因としては、「里親会の
ピアカウンセリング」「里親会と児相との良好な関係
維持」が記述できた。
IV 考察
児相を設置する全国59自治体のうち、児相職員が
全て専門職である自治体数は、平成26年度の時点で
H にすぎない2)。新潟県の児相が里親委託を積極的に
進めてきた要因のひとつである「キャリア形成の特
徴」として、児相職員が①昭和30年代から続く専門
職採用であること②県の福祉行政職としての採用で
あるため、県立児童福祉施設の勤務経験を持つ職員が
新潟県の里親委託推進を支える要因について
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多いことが挙げられる。こうした職歴から、施設とは
異なる里親委託のメリットを認識することができる
のである。さらには、これらの施設では「常に子ども
の最善の利益を議論する風士」があり、若い職員もこ
の風士の中で育成されてきたという。したがって、相
談援助活動においても「子どもの幸せのため」という
視点を持ち、その処遇方針を実現するために時間と回
数を重ねたケースワークを行っていたことも明らか
となった。このケースワークにより、実親からは同意
を得、受託側の里親は受け入れたい子どもの要件を広
げるに至り委託が可能になる。委託児童の成長をとも
に喜ぶというプロセスを生み、児童相談所と里親との
良好な関係を築く効果を生んできたと考えられる。
また、陳斤潟県里親会」の存在も非常に大きな役割
を果たしてきたことがわかる。受託児童との関係に悩
む里親に対して、同じ立場として相談を受けたり、行
事等を利用して里親を孤立させない数々の工夫をし
ていることがわかった。里親支援において里親会と児
童相談所は「車の両輪」である。「里親会と児童相談
所との良好な関係維持」から児相を会場とした「里親
ひろは'」(いわゆる里親サロン)や「新規里親認証式」
が生まれ、里親委託推進の基盤が強化されたと考察さ
れる。
社会的養護においては、国はガイドラインを示し里
親等委託率の向上をめざしている。新潟県は、この潮
流のずっと以前から里親委託を推進してきた実績が
あり、本研究ではそれを支える4つの要因を明らかに
した。これは、里親等委託率との直接的な因果関係を
示すものではなく、 BourdieU の「文化資本」の概念
を集団にあてはめたいわは丁新潟県児相職員集団の文
化資本」の記述を試みたものといえる。昨今、児相は
児童虐待相談の増加とともに求められる役割が変化
してきており、里親を支援するしくみをいかに構築し
ていくかが喫緊の課題となっている。今後の里親支援
体制の構築にあたっては、これらの要因を継承し生か
していくことが大切であると考える。
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